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Ⅰ．背　　景

国士舘大学防災・救急救助総合研究所（以下、
防災総研）では年間 60 件以上のスポーツイベン
ト救護活動を実施している。我々のスポーツイベ
ントの中心となっている市民マラソン大会では、
競技中に発生した選手や関係者の怪我や傷病に対
応するため、モバイルAED隊と呼ばれる自転車
部隊が2人1組となり、コース上を約1.5km間隔
で、マウンテンバイク（自転車）に乗り、自動体
外式除細動器（automated external defibrillator 
以下、AED）やファーストエイド資器材、観察
資器材を備え対応し、 メディカルコントロール

（medical control 以下、MC）医師から携帯電話
によるオンライン指示・助言により救急救命士が
活動を実施している1）。

これまで実施してきたプロジェクト研究におい

て、音声通信・映像伝送機能・全地球測位システ
ム（global positioning system 以下、GPS）を搭
載した救護活動専用ヘルメットを用い救護活動に
お け る 情 報 通 信 技 術（informat i on and 
communication technology 以下、ICT）の活用
を検証し、リアルタイムで通信、位置情報、映像
が医師と共有できるシステムを構築してきた 2）。
さらに、ウェアラブルカメラや、360度カメラを
導入しで撮影された動画を用いて、活動後の事後
検証を行うことで、救護活動中における医学的判
断の適格性や活動のフィードバック、学生教育に
ついて検証が実施できた3）。

しかし、いずれのシステムも特殊な専用のアプ
リケーションや資器材を使用しなければならない
ため購入・維持費用が必要となり課題である。そ
のため、Web会議システム「Zoom（Zoom Video 
Communication, Inc）」（以下、Zoom）を使用し
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モバイルAED隊と本部の連絡をとることにより、
費用を抑え救護体制を構築することができ、日本
全国で実施されているスポーツイベントの救護活
動におけるデジタルトランスフォーメーション普
及の一助になると考える。

Ⅱ．目　　的

スポーツイベント救護においてZoomを使用す
ることにより簡易的に救護体制を構築するための

方策を実証し今後の活用を検討することを目的と
した。

Ⅲ．方　　法

１）デザイン
本研究は、2023 年 4 月 2 日〜2024 年 1 月 6 日に

防災総研で実施した救護活動で測定された傷病デ
ータ、Zoom録画データ、アンケート調査を用い
た横断研究である。
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表１　2023年4月2日〜2024年1月6日に防災総研で受託した救護活動



２）対象とデータの抽出
2023 年 4 月 2 日〜2024 年 1 月 6 日に防災総研で

受託した救護活動は、 マラソン・ ロードレース
14 大会、アドベンチャーレース・トレイルラン
11大会、その他イベント・スポーツ大会10大会、
計35大会あり、そのうちモバイルAED隊と本部
でZoomによる音声通信・録画を行なった14大会
の検証を行なった。また、全救護対応273件（軽
症 256 件、中等症 17 件）の内（表 1）、大会本部
よりZoomの使用により救急要請を行なった2件
とその他の救急要請 7 件の検証を行った。また、
Zoomを使用した救護活動終了後にアンケート調
査を行い50名からの回答を得た。

３）倫理的配慮
（1）�研究・調査等の対象とする傷病データの個人

情報については、個人情報保護のため削除し
た。

（2）�スポーツイベントを開催する救護依頼者に、
本研究の理解を求め、同意を得る方法は、文
書を用いて説明し、依頼者の同意を得た。

（3）�実験・調査等によって個人への不利益並びに
危険性はないことを説明し、同意を得た。

（4）�撮影・録画した動画の保存と管理については、
操作者を特定し、クラウド保存

　　　データをダウンロードし、保存はハードデ
ィスクに行ない施錠可能な金庫にて保管し
た。また、クラウド保存データはハードディ
スクへの保存後、削除した。

（5）�アンケートの実施については、調査・研究に
同意された方のアンケート回答結果を集計・
解析し論文・学会発表等で使用すること、個
人が特定される状態で結果が公表しないこ
と、研究参加は任意とし、個人情報取り扱い
と研究目的について承諾を得た上で実施し
た。

４）Zoomを用いた救護体制
本研究におけるZoomを用いた救護体制として、

各モバイルAED隊の2人1組内1名がチェストス
トラップにウェブ会議システム「Zoom」アプリ
をダウンロードした携帯電話を装着し（写真1）、
救護本部で全モバイルAED隊と通信を行なった

（写真2）。モバイルAED隊は通常時Zoomの音声
通信と映像通信をOFFにし待機する。現場で傷
病者が発生した際は、音声通信と映像通信をON
にし救護本部とMC医師が現場の音声と映像を確
認でき、必要時にはMC医師によりオンライン指
示・助言により救急救命士が活動を実施した。
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写真１　Zoom携帯装着 写真２　本部でのZoom画面



５）検討項目と統計解析
（1）Zoomを用いた救護体制における検証

Zoomを用いた救護体制において、救急車要請
した症例の救護記録表と大会当日のZoom録画映
像から、次の項目を抽出した。1）日付、2）性別、
3）年齢、4）覚知時間、5）接触時間、6）救急車
要請時間、7）救急車接触時間。

（2）アンケート調査
救護活動に参加した救護スタッフにはアンケー

トフォームにて調査を行った。アンケート内容は、
1）資格の有無、2）救護経験回数、3）携帯電話
連絡とZoomでどちらが救護活動を円滑に実施で
きたかとその理由、4）Zoomを用いた救護活動
は有効かとその理由、5）Zoomを使用した救護
活動の問題点の以上5点とした。統計解析は、単
純集計とした。

Ⅳ．ま　と　め

本研究では、 スポーツイベント救護において
Zoomを使用することにより簡易的に救護体制を
構築するための方策を実証し今後の活用について
検討した。アンケート結果では、1）低コスト・
設定が簡易で使用が可能、2）オンラインで常に
つながっているため早期連絡開始が可能、3）現
場の活動をリアルタイムで情報共有が可能と携帯
電話での電話通信に比べてZoomを用いた救護体
制が有効であるという意見が多数寄せられた。
Zoomを用いた救護体制では、簡易的に低コスト

でシステムを導入可能であり、ワンタッチ操作か
つハンズフリーで音声・映像通信が可能かつMC
体制構築の一助となることから有用であることが
示唆された。

今後、映像を撮影する際の事前承認や個人情報
データの扱いについては十分に留意し、電波状態
により通信が左右されることから事前の電波状況
の確認が必要である。

本研究は国士舘大学体育学部附属体育研究所令
和 5 年度プロジェクト研究の助成により行われ
た。
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